【別紙様式４】（改善勧告）
番　　号
日　　付
会社（法人）名
　　代　表　者　名　殿

· ○ ○ ○
業務管理体制の整備について（勧告）
　［※１］障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５１条の３第１項の規定に基づき、○○○○（日付）に実施した検査の結果、適正な業務管理体制を整備していないことが認められましたので、［※２］法第５１条の４第１項の規定に基づき、下記のとおり勧告します。
　なお、この勧告に係る期限までに、勧告に従わなかった場合は、同条第２項に基づき、その旨を公表することがあります。また、正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかったときは、同第３項の規定に基づき、期限を定めてその勧告に係る措置をとるべきことを命ずるとともに、その命令をした場合は、同条第４項の規定に基づき、その旨を公示することになります。
記
１　事業者名
２　勧告理由
３　勧告事項
４　改善期限　　○○○○（日付）
５　改善報告書の提出
（１）別添様式の勧告事項改善報告書にこの勧告に係る改善状況を記載し、その状況を確認できる資料を添付して提出してください。
　　　なお、改善できない理由がある場合には、その理由を具体的に記載してください。
（２）提出期限　　○○○○（日付）
（３）改善状況を確認するため、場合によっては、本社（本部）又は事業所等を訪問すること等があります。
                                                         問い合わせ先

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○○○　　○○

　　　　　電話：○○○○

※　通知の例であり、事業者の区分に応じて下記の法律の条項を適用すること。

［※1］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［※2］
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律　　　法第51条の4第1項
(平成17年法律第123号)第51条の3第1項　 　　　　
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律     法第51条の33第1項
(平成17年法律第123号)第51条の32第1項　　　　　
児童福祉法(昭和22年法律第164号)第21条の5の27第1項　　　　　　法第21条の5の28第1項
児童福祉法(昭和22年法律第164号)第24条の19の2において　　　　 法第24条の19の2において
準用する法第21条の5の27第1項                             準用する法第21条の5の28第1項
児童福祉法(昭和22年法律第164号)第24条の39第1項 　　　　　　　法第24条の40第1項
（別添）
勧告事項改善報告書
日　　付
　○ ○ ○ ○　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　○○○○（日付・番号）により勧告のあった事項について、次のとおり改善

結果を報告します。

	  　勧告事項
	    改善結果（具体的に記入）
	 　備　考

	
	
	


※　備考欄は、勧告のとおり改善した場合は、改善結果と添付資料の関連を明記し、改善できなかった　場合は、その理由を詳しく記入すること。
